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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴がん研究センター】 （単位︓円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現⾦及び預⾦ 29,011,432,504

有価証券 3,000,000,000

医業未収⾦ 11,689,263,655

貸倒引当⾦ △ 65,943,876 11,623,319,779

未収⾦ 3,014,683,889

医薬品 413,906,670

診療材料 31,388,206

給⾷⽤材料 11,967,908

貯蔵品 40,888,742

前払費⽤ 29,020,051

未収消費税 128,207,900

その他流動資産 34,793,931

流動資産合計 47,339,609,580

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物 61,370,423,793

減価償却累計額 △ 29,959,099,812 31,411,323,981

構築物 531,819,905

減価償却累計額 △ 203,372,413 328,447,492

医療⽤器械備品 29,684,666,424

減価償却累計額 △ 22,572,079,311 7,112,587,113

その他器械備品 13,071,838,288

減価償却累計額 △ 10,013,022,741 3,058,815,547

⾞両 1,147,627

減価償却累計額 △ 1,147,626 1

⼟地 60,405,798,150

その他有形固定資産 25,750,000

有形固定資産合計 102,342,722,284

２ 無形固定資産

ソフトウェア 4,759,486,485

特許権 1

電話加⼊権 368,000

その他無形固定資産 16,054,282

無形固定資産合計 4,775,908,768

３ 投資その他の資産

破産更⽣債権等 55,188,200

貸倒引当⾦ △ 55,188,200 0

⻑期前払費⽤ 38,917,475

退職給付引当⾦⾒返（注） 6,832,909,832

その他の投資その他の資産 3,059,009

投資その他の資産合計 6,874,886,316

固定資産合計 113,993,517,368

資産合計 161,333,126,948

（注）これらは、独⽴⾏政法⼈固有の会計処理に伴う勘定科⽬です。

貸 借 対 照 表
（令和７年３⽉３１⽇）

科 ⽬ ⾦ 額
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴がん研究センター】 （単位︓円）

科 ⽬ ⾦ 額

負債の部

Ⅰ 流動負債

運営費交付⾦債務（注） 716,577,678

預り補助⾦等（注） 152,980,383

預り寄附⾦（注） 1,939,762,719

⼀年以内返済⻑期借⼊⾦ 1,190,311,746

買掛⾦ 5,296,424,505

未払⾦ 10,647,962,712

未払費⽤ 45,896,265

⼀年以内⽀払リース債務 92,813,958

前受⾦ 1,449,988,040

預り⾦ 1,156,571,644

引当⾦

賞与引当⾦ 1,756,845,740 1,756,845,740

その他流動負債 285,767,472

流動負債合計 24,731,902,862

Ⅱ 固定負債

資産⾒返負債（注）

資産⾒返運営費交付⾦ 800,416,372

資産⾒返補助⾦等 3,211,425,218

資産⾒返寄附⾦ 219,953,904 4,231,795,494

⻑期借⼊⾦ 13,315,832,818

リース債務 222,332,654

引当⾦

退職給付引当⾦ 8,301,225,312

環境対策引当⾦ 152,681,550 8,453,906,862

資産除去債務 2,297,283,313

固定負債合計 28,521,151,141

負債合計 53,253,054,003

純資産の部

Ⅰ 資本⾦

政府出資⾦ 91,249,446,513

資本⾦合計 91,249,446,513

Ⅱ 資本剰余⾦

資本剰余⾦ 8,637,840,995

その他⾏政コスト累計額（注）

 減価償却相当累計額（△） △ 9,590,132,421

 利息費⽤相当累計額（△） △ 12,820,244

 除売却差額相当累計額（△） △ 3,686,679,653 △ 13,289,632,318

資本剰余⾦合計 △ 4,651,791,323

Ⅲ 利益剰余⾦

前中⻑期⽬標期間繰越積⽴⾦（注） 5,414,397,108

積⽴⾦ 1,917,290,444

当期未処分利益 14,150,730,203

（うち当期総利益） （ 1,213,305,327 ）

利益剰余⾦合計 21,482,417,755

純資産合計 108,080,072,945

負債純資産合計 161,333,126,948

（注）これらは、独⽴⾏政法⼈固有の会計処理に伴う勘定科⽬です。
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴がん研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 損益計算書上の費⽤

業務費 100,156,039,410

⼀般管理費 108,541,179

財務費⽤ 33,491,912

その他経常費⽤ 278,717,941

臨時損失 281,735,194

損益計算書上の費⽤合計 100,858,525,636

Ⅱ その他⾏政コスト

減価償却相当額（注） 712,050,222

除売却差額相当額（注） △ 115,952,436

その他⾏政コスト合計 596,097,786

Ⅲ ⾏政コスト 101,454,623,422

（注）これらは、独⽴⾏政法⼈固有の会計処理に伴う勘定科⽬です。

⾏政コスト計算書
（令和６年４⽉１⽇〜令和７年３⽉３１⽇）

科 ⽬ ⾦ 額
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴がん研究センター】 （単位︓円）

経常費⽤
業務費

給与費 29,824,801,617

材料費 35,505,760,552

委託費 6,131,550,152

設備関係費 11,793,970,866

経費 16,888,302,375

その他 11,653,848 100,156,039,410

⼀般管理費
給与費 △ 232,277,535

材料費 836,769

経費 303,022,208

減価償却費 36,959,737 108,541,179

財務費⽤ 33,491,912

その他経常費⽤ 278,717,941

経常費⽤合計 100,576,790,442

経常収益
運営費交付⾦収益（注） 6,162,738,974

補助⾦等収益（注） 2,987,631,006

施設費収益 246,250,000

業務収益
医業収益 70,889,771,648

研修収益 101,962,931

研究収益 19,440,931,102 90,432,665,681

寄附⾦収益（注） 77,514,663

資産⾒返負債戻⼊（注）
資産⾒返運営費交付⾦戻⼊ 192,146,132

資産⾒返補助⾦等戻⼊ 1,306,457,704

資産⾒返寄附⾦戻⼊ 74,006,326 1,572,610,162

退職給付引当⾦⾒返に係る収益（注） △ 470,385,736

財務収益 2,240,152

その他経常収益 1,041,593,226

経常収益合計 102,052,858,128

経常利益 1,476,067,686

臨時損失
固定資産除却損 34,017,379

固定資産除却費 239,407,055

賠償⾦負担額 8,310,760 281,735,194

臨時利益
その他臨時利益 18,972,835 18,972,835

当期純利益 1,213,305,327

当期総利益 1,213,305,327

（注）これらは、独⽴⾏政法⼈固有の会計処理に伴う勘定科⽬です。

損 益 計 算 書
（令和６年４⽉１⽇〜令和７年３⽉３１⽇）

科 ⽬ ⾦ 額
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴がん研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

⼈件費⽀出 △ 30,653,755,982

材料の購⼊による⽀出 △ 35,777,653,102

その他の業務⽀出 △ 27,277,622,377

運営費交付⾦収⼊ 7,549,438,000

補助⾦等収⼊ 3,743,944,475

補助⾦等の精算による返還⾦の⽀出 △ 105,669,794

寄附⾦収⼊ 249,344,818

医業収⼊ 71,003,360,120

研修収⼊ 102,247,718

研究収⼊ 18,891,417,175

その他の収⼊ 1,136,158,227

⼩計 8,861,209,278

利息及び配当⾦の受取額 1,463,440

利息の⽀払額 △ 33,566,455

業務活動によるキャッシュ・フロー 8,829,106,263

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による⽀出 △ 3,000,000,000

有形固定資産の売却による収⼊ 380,952,500

有形固定資産の取得による⽀出 △ 4,172,842,410

無形固定資産の取得による⽀出 △ 927,105,038

施設費による収⼊ 130,576,000

資産除去債務の履⾏による⽀出 △ 118,124,370

その他の投資活動による⽀出 △ 446

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,706,543,764

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

⻑期借⼊⾦の返済による⽀出 △ 1,649,894,114

リース債務償還による⽀出 △ 137,885,656

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,787,779,770

Ⅳ 資⾦増加額 △ 665,217,271

Ⅴ 資⾦期⾸残⾼ 29,676,649,775

Ⅵ 資⾦期末残⾼ 29,011,432,504

キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４⽉１⽇〜令和７年３⽉３１⽇）

科 ⽬ ⾦ 額
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴がん研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 当期未処分利益 14,150,730,203

当期総利益 1,213,305,327

前期未処分利益 12,937,424,876

Ⅱ 利益処分額

積⽴⾦ 14,150,730,203 14,150,730,203

利益の処分に関する書類
（令和７年８⽉２５⽇）

科          ⽬ ⾦            額
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

   業務達成基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        ２ ～  ４７年 

構築物       ４ ～  ５０年 

医療用器械備品     ２ ～  １０年 

その他器械備品     ２ ～  ２０年 

車両                           ２年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）及び資産除去債務に対応する特定の

除去費用等（独立行政法人会計基準第９１）に係る減価償却相当額については、減価償却相当

累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

 （３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 ４．賞与引当金の計上基準 

   役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負 

  担すべき支給見込額を計上しております。 

 

５．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見積額に基づき計上し

ております。 

   退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に 

  ついては期間定額基準によっております。 

   過去勤務費用は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。 

数理計算上の差異は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。 

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給付

引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

 

  ６．環境対策引当金の計上基準 

      環境有害物質の除却に伴う処理費用の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計 

  上しております。 
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 ７. 有価証券の評価基準及び評価方法 

 （１）満期保有目的債券 

満期保有目的債券については、償却原価法によっております。 

 （２）投資有価証券 

    市場価格のない株式等以外については、時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

 

８．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）医薬品 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（２）診療材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（３）給食用材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（４）貯蔵品 

最終仕入原価法に基づく低価法 

 

９．収益及び費用の計上基準 

（１）医業収益 

医業収益は、主に入院及び外来診療に係る収益であり、診療行為を提供する履行義務を負っ

ております。当該履行義務は、継続的に役務を提供していることから一定の期間にわたり充足さ

れると判断し、診療行為の提供に応じて収益を認識しております。 

（２）研究収益 

研究収益は、主に製薬会社や研究機関等から委託される受託研究に係る収益であり、継続的

に役務を提供していることから、顧客との契約に基づいて、受託研究試験の役務等を提供する

履行義務を負っております。当該履行義務は、一定の期間にわたり充足される履行義務である

と判断し、受託研究試験の進捗に基づき収益を認識しております。 

 

１０．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ．貸借対照表 

 

１．高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成２０年法律第９３号）

附則第８条第７項の規定に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 

                              ５８０，１９８，５６４円 

 

２．金融商品の状況に関する事項 

当センターは、資金運用については預金、公債及び金銭信託に限定し、また、資金調達につ

いては財政融資資金からの借入によっております。 

また、当センターの診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク

低減を図っております。 

なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、

資金調達を行っております。 
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３．金融商品の時価等に関する事項  

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。また、現金は注記を省略しており、預金、金銭信託、医業未収金、買掛金、未払金は短期

間で決済がされるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。 

  （単位：百万円） 

区  分 
貸借対照表 

計 上 額 
時  価 差  額 

（１）長期借入金 （１４，５０６） （１２，６３１） （△１，８７４） 

注１．負債に計上されているものは（ ）で示しております。 

  

 ２．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

  金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の三つのレベルに分類しております。 

  レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に 

より算定した時価 

  レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ 

トを用いて算定した時価 

  レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

（1）長期借入金 

        長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想 

定される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

４．その他行政コスト累計額のうち、出資財源資産に係る金額 

  その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 

△１２，１４０，３９９，６８１円 

 

 

Ⅲ．行政コスト計算書 

 

 １．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

   行政コスト           １０１，４５４，６２３，４２２円 

   自己収入等           △９１，４６６，１４６，７０６円 

   機会費用              １，２９０，４０１，２０６円 

   独立行政法人の業務運営に関して 

   国民の負担に帰せられるコスト   １１，２７８，８７７，９２２円 

 

２．機会費用の計算方法 

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率については、１０年利付国

債の令和７年３月末利回りを参考に１．４８５％で計算しております。 

 

 

Ⅳ．損益計算書 

 

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳 

    その他業務収益             １２９，８９７，３１０円 

 

 ２．経常費用の内訳 
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（１） 給与費のうち、引当金繰入額

賞与引当金繰入額 １，５３６，６７６，９３５円 

退職給付引当金繰入額 △５５７，２０８，８０６円

（２） 設備関係費のうち、減価償却費

 減価償却費  ８，８１５，９３７，６２３円 

（３） 経費のうち、引当金繰入額

 貸倒引当金繰入額  ４６，４６５，８０９円 

３．財務費用の内訳 

   支払利息    ３３，４９１，９１２円 

４．その他臨時利益の内訳  

委託費の返金  １６，５０３，３３９円 

保険金等の受取り  ２，４３１，６７６円 

その他  ３７，８２０円 

その他臨時利益合計 １８，９７２，８３５円 

Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書  

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 ２９，０１１，４３２，５０４円 

資金期末残高 ２９，０１１，４３２，５０４円 

２．重要な非資金取引  

ファイナンス・リースによる資産の取得 ２，０５６，０３２円 

Ⅵ．退職給付引当金 

１．採用している退職給付制度の概要 

当センターは、職員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。 

非積立型制度である退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金 

を支給しております。 

２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 

勤務費用 

数理計算上の差異の当期発生額 

退職給付の支払額 

期末における退職給付債務 

９，５３１，５８３，４２４円 

８９６，７３２，２０６円 

△１，４５３，９４１，０１２円

△６７３，１４９，３０６円

８，３０１，２２５，３１２円

（２）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

非積立型制度の未積立退職給付債務 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 

退職給付引当金 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 

８，３０１，２２５，３１２円 

８，３０１，２２５，３１２円 

８，３０１，２２５，３１２円 

８，３０１，２２５，３１２円 
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（３）退職給付に関連する損益

勤務費用 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 

 合計 

８９６，７３２，２０６円 

△１，４５３，９４１，０１２円

△５５７，２０８，８０６円

（４）数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 １．５％

Ⅶ．固定資産の減損関係 

該当事項はありません。 

Ⅷ．不要財産に係る国庫納付関係 

該当事項はありません。 

Ⅸ．資産除去債務関係 

１．資産除去債務の概要 

当センターは、所有する建物の解体時におけるアスベストの除去費用並びに、所有する医療用

器械備品等の処分時における放射性同位元素及び放射化物の除去費用につき資産除去債務を計

上しております。 

２．資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の見積りにあたり、取得時からの使用見込期間を有形固定資産の耐用年数を参考

に６年～３９年と見積っております。割引率は当該期間を勘案し、使用見込期間に見合う国債の

利回りを採用しており、０．１４７％～２.２８３％となっております。 

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

期首残高  ２，４１０，７３４，５４７円 

時の経過による調整額  １５，８３７，３８３円 

当期認識した資産除去債務   ０円 

資産除去債務履行に伴う減少額 １２９，２８８，６１７円 

期末残高   ２，２９７，２８３，３１３円 

Ⅹ．収益認識関係 

 当法人は、以下に記載する内容を除き、独立行政法人会計基準第８６における収益に重要性が乏

しいため、注記を省略しております。 

１．収益の分解情報 

 当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、研究事業、臨床研究事業及び診療事業であり、

各事業の主なサービス等の種類は受託研究に係るサービス成果、診療行為に係るサービスでありま
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す。上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分における収益は、11,234 百万円、7,896 百万円

及び 70,889 百万円であります。 

 

２．収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。 

 

３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報  

（１）契約資産及び契約負債の残高等             （単位：円） 

  
当事業年度 

期首 期末 

医業未収金 

 顧客との契約から生じた債権 

 

10,876,827,845 

 

11,061,663,329 

 契約資産 926,070,549 627,600,326 

未収金 

 顧客との契約から生じた債権 

 

1,557,005,517 

 

1,936,663,713 

 契約資産 502,339,642 575,462,726 

前受金 

 契約負債 

 

1,372,826,928 

 

1,330,086,293 

 

契約資産は、医業収益、研究収益において進捗度の測定に基づいて認識した収益に係る未請求の

履行義務に係る対価に対する当法人の権利に関するものであります。契約資産は対価に対する当法

人の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。 

契約負債は主に、研究収益について、契約に基づき顧客からうけとった対価であり、収益の認識

に伴い取り崩されます。 

期首時点の契約負債残高のうち、当事業年度に認識した収益の額は、964 百万円であります。 

 

（２）残存履行義務に配分した取引価格 

当事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、8,350 百万円であり、当

法人は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて 2025 年から 2039 年までの間で収

益を認識することを見込んでいます。 

なお、当法人では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

現在までに法人の履行が完了した部分に対する顧客にとっての価値に直接対応する対価の額を顧

客から受け取る権利を有している履行義務は含めておりません。 

 

 

Ⅺ．重要な債務負担行為 

 

翌事業年度以降に支払いを予定している重要な債務負担行為は、以下の通りです。 

 

                                                                 （単位：円） 

契約内容 契約金額 
翌年度以降の 

支払金額 

病院情報システム保守 一式 766,095,814 329,682,914 

共通基盤システム一式及び機器保守業務 627,000,000 156,750,002 

医事・病歴等業務委託 986,436,000 931,634,000 

医事受付・検診部門業務委託 453,301,200 428,117,800 
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建物・設備等総合維持管理業務委託 600,600,000 600,600,000 

清掃業務委託 242,880,000 242,880,000 

医薬品等・調達及び物流管理業務委託 43,026,069,731 1,752,511,465 

全国がん登録システム等クラウド利用料 209,441,760 209,441,760 

クラウドプラットフォーム（Amazon Web Services）利用料 193,040,932 193,040,932 

ゲノムデータ管理室及び情報統合室における運用支援業務 155,727,000 155,727,000 

全国がん登録システムがん登録オンラインシステム保守業

務 
221,881,000 65,725,000 

ヘルプデスク業務委託 再公告 346,500,000 125,125,000 

がん集学的治療多施設共同臨床試験支援業務 118,140,000 118,140,000 

がんゲノム情報レポジトリーシステム機能追加及びインフ

ラ基盤改修業務 
915,200,000 915,200,000 

がんゲノム情報レポジトリーシステム等のアプリケーショ

ン保守及びハードウェア・ソフトウェア保守並びにデータ

センター賃貸借及び通信回線提供業務 

214,965,476 214,965,476 

ゲノム医療知識統合システム機能追加及びアプリケーショ

ン保守業務 
342,987,700 342,987,700 

VARIAN社製放射線治療装置（TrueBeam）（RGSC）保守 166,938,750 158,591,812 

キヤノンメディカルシステムズ社製放射線装置保守 346,432,680 346,432,680 

実験動物飼育管理業務委託（築地） 168,062,400 168,062,400 

定期健康診断業務委託（築地・柏） 128,280,900 128,280,900 

被服等集配付洗濯業務委託 197,604,000 197,604,000 

寝具賃貸借・交換業務及びベッドメイク等業務委託 239,580,000 239,580,000 

多施設共同、非盲検無作為化第Ⅲ相、医師主導治験におけ

る中央事務局支援業務 
139,821,000 24,399,961 

乳癌に対する多施設共同、非盲検無作為化第III相、医師主

導治験における中央事務局支援業務 
676,926,230 84,336,808 

消化管内分泌癌に対する多施設共同、非盲検無作為化第III

相、医師主導治験における中央事務局支援業務 ※再公告 
268,542,940 222,892,940 

多施設共同、二重盲検無作為化第II相、医師主導治験にお

ける中央事務局支援業務 ※再公告 
314,119,218 260,714,218 

陽子線治療ｼｽﾃﾑ運転維持管理業務委託 312,576,000 156,288,000 

特殊建物・設備総合維持管理業務委託（柏地区） 990,000,000 990,000,000 

清掃業務委託（柏地区） 396,000,000 396,000,000 

手術・中材・内視鏡室及び消毒等業務委託（東病院） 479,952,000 199,980,000 

警備業務委託（東病院） 327,800,000 218,533,334 

療養環境整備業務委託（寝具賃貸借、白衣等洗濯及びベッ

ドメイク業務委託） 委託費 
113,147,100 113,147,100 

柏の葉パークサイド2階外来拡張区画貸室定期賃貸借 323,899,800 232,128,190 

陽子線治療ｼｽﾃﾑ保守 199,815,000 199,815,000 

VARIAN社製放射線治療システム(TRUEBEAM)保守業務 211,497,000 176,662,200 

VARIAN社製放射線治療システム保守 200,072,620 105,492,836 

シーメンス社製放射線装置保守 311,302,200 103,767,400 

電子カルテ保守 541,639,200 185,483,680 

VARIAN社製放射線治療システム(Halcyon)保守業務 244,569,600 244,569,600 

超小型サイクロトロンシステム保守 199,815,000 199,815,000 
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フィリップス製放射線装置保守 130,625,000 130,625,000 

医事管理課業務委託 722,660,400 602,217,000 

CT/Angio装置 362,890,000 362,890,000 

都市ガス需給契約 343,310,624 152,105,550 

 

 

Ⅻ．重要な後発事象 

 

該当事項はありません。 
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財 務 諸 表

（附 属 明 細 書）
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資

有
価

証
券

種
類

及
び

銘
柄

取
得

価
額

券
⾯

総
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

株
式

4
4
5

4
4
5

4
4
5

0

計
4
4
6

計
3
,0
0
0
,0
0
0
,0
0
0

3
,0
0
0
,0
0
0
,0
0
0

3
,0
0
0
,0
0
0
,0
0
0

0

1
1
,9
6
7
,9
0
8

摘
 

 
要

令
和

7年
3⽉

10
⽇

〜
令

和
7年

4⽉
10

⽇

計
4
2
3
,6
8
8
,8
9
4

3
1
,3
0
4
,0
3
6
,4
1
8

3
1
,2
2
9
,4
0
1
,7
3
8

1
7
2
,0
4
8

4
9
8
,1
5
1
,5
2
6

合
同

運
⽤

⾦
銭

信
託

3
,0
0
0
,0
0
0
,0
0
0

3
,0
0
0
,0
0
0
,0
0
0

3
,0
0
0
,0
0
0
,0
0
0

満
期

保
有

⽬
的

債
券

種
類

及
び

銘
柄

取
得

価
額

券
⾯

総
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

当
期

費
⽤

に
含

ま
れ

た
評

価
差

額

給
⾷

⽤
材

料
1
0
,4
0
4
,0
2
9

2
4
9
,9
1
6
,1
1
9

診
療

材
料

2
1
,5
6
1
,3
1
7

5
,3
3
5
,7
0
9
,4
2
3

5
,3
2
5
,8
8
2
,5
3
4

0
3
1
,3
8
8
,2
0
6

貯
蔵

品
4
2
,3
9
8
,2
6
1

1
,0
6
7
,5
1
2
,1
6
3

1
,0
6
9
,0
2
1
,6
8
2

0
4
0
,8
8
8
,7
4
2

2
4
8
,3
5
2
,2
4
0

0

摘
 

 
要

当
期

購
⼊

・
払

出
・

振
替

そ
の

他
製

造
・

振
替

医
薬

品
3
4
9
,3
2
5
,2
8
7

2
4
,6
5
0
,8
9
8
,7
1
3

2
4
,5
8
6
,1
4
5
,2
8
2

1
7
2
,0
4
8

4
1
3
,9
0
6
,6
7
0

種
類

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
⾼
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５
．

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

６
．

貸
付

⾦
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

期
末

残
⾼

6
5
,9
4
3
,8
7
6

6
5
,9
4
3
,8
7
6

注
１

0 0
注

１
5
5
,1
8
8
,2
0
0

5
5
,1
8
8
,2
0
0

注
２

1
2
1
,1
3
2
,0
7
6

（
注

）
１

．
⼀

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
回

収
不

能
⾒

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

２
．

破
産

更
⽣

債
権

等
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
回

収
不

能
⾒

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

７
．

退
職

給
付

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

摘
 

 
要

退
職

⼀
時

⾦
に

係
る

債
務

年
⾦

資
産

退
職

給
付

引
当

⾦

８
．

資
産

除
去

債
務

の
明

細
（

単
位

︓
円

）
摘

 
 

要

（
注

）
１

．
資

産
除

去
債

務
に

対
応

す
る

除
去

費
⽤

等
に

つ
い

て
、

独
⽴

⾏
政

法
⼈

会
計

基
準

第
91

の
特

定
は

さ
れ

て
お

り
ま

せ
ん

。
２

．
資

産
除

去
債

務
に

対
応

す
る

除
去

費
⽤

等
に

つ
い

て
、

独
⽴

⾏
政

法
⼈

会
計

基
準

第
91

の
特

定
が

さ
れ

て
お

り
ま

す
。

合
　
計

2
,4
1
0
,7
3
4
,5
4
7

1
5
,8
3
7
,3
8
3

1
2
9
,2
8
8
,6
1
7

2
,2
9
7
,2
8
3
,3
1
3

放
射

性
同

位
元

素
等

に
よ

る
放

射
線

障
害

の
防

⽌
に

関
す

る
法

律
1
,2
6
0
,0
0
0
,0
0
0

0
0

1
,2
6
0
,0
0
0
,0
0
0

注
２

放
射

性
同

位
元

素
等

に
よ

る
放

射
線

障
害

の
防

⽌
に

関
す

る
法

律
3
3
0
,2
4
4
,6
1
2

7
,8
6
6

2
,1
3
3
,0
6
2

3
2
8
,1
1
9
,4
1
6

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

⾼

⽯
綿

障
害

予
防

規
則

8
2
0
,4
8
9
,9
3
5

1
5
,8
2
9
,5
1
7

1
2
7
,1
5
5
,5
5
5

7
0
9
,1
6
3
,8
9
7

注
１

注
１

0
0

0
0

9
,5
3
1
,5
8
3
,4
2
4

△
 5
5
7
,2
0
8
,8
0
6

6
7
3
,1
4
9
,3
0
6

8
,3
0
1
,2
2
5
,3
1
2

9
,5
3
1
,5
8
3
,4
2
4

△
 5
5
7
,2
0
8
,8
0
6

6
7
3
,1
4
9
,3
0
6

8
,3
0
1
,2
2
5
,3
1
2

未
認

識
過

去
勤

務
費

⽤
及

び
未

認
識

数
理

計
算

上
の

差
異

0
0

0
0

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

⾼
退

職
給

付
債

務
合

計
額

9
,5
3
1
,5
8
3
,4
2
4

△
 5
5
7
,2
0
8
,8
0
6

6
7
3
,1
4
9
,3
0
6

8
,3
0
1
,2
2
5
,3
1
2

計
1
4
,3
8
3
,7
9
0
,3
3
1

3
7
5
,3
4
5
,4
1
3

1
4
,7
5
9
,1
3
5
,7
4
4

8
3
,4
8
9
,4
8
6

3
7
,6
4
2
,5
9
0

破
産

更
⽣

債
権

等
5
5
,1
4
1
,9
3
3

4
6
,2
6
7

5
5
,1
8
8
,2
0
0

5
5
,1
4
1
,9
3
3

4
6
,2
6
7

破
産

更
⽣

債
権

等
5
5
,1
4
1
,9
3
3

4
6
,2
6
7

5
5
,1
8
8
,2
0
0

5
5
,1
4
1
,9
3
3

4
6
,2
6
7

⼀
般

債
権

2
,5
2
5
,7
5
0
,0
0
4

4
8
8
,9
3
3
,8
8
5

3
,0
1
4
,6
8
3
,8
8
9

0
0

未
収

⾦
2
,5
2
5
,7
5
0
,0
0
4

4
8
8
,9
3
3
,8
8
5

3
,0
1
4
,6
8
3
,8
8
9

0
0

⼀
般

債
権

1
1
,8
0
2
,8
9
8
,3
9
4

△
 1
1
3
,6
3
4
,7
3
9

1
1
,6
8
9
,2
6
3
,6
5
5

2
8
,3
4
7
,5
5
3

3
7
,5
9
6
,3
2
3

医
業

未
収

⾦
1
1
,8
0
2
,8
9
8
,3
9
4

△
 1
1
3
,6
3
4
,7
3
9

1
1
,6
8
9
,2
6
3
,6
5
5

2
8
,3
4
7
,5
5
3

3
7
,5
9
6
,3
2
3

区
 

 
 

分
貸

付
⾦

等
の

残
⾼

貸
倒

引
当

⾦
の

残
⾼

摘
 

 
要

期
⾸

残
⾼

当
期

増
減

額
期

末
残

⾼
期

⾸
残

⾼
当

期
増

減
額

計
1
,8
0
8
,3
8
9
,2
5
4

1
,7
5
6
,8
4
5
,7
4
0

1
,6
5
4
,1
8
3
,8
2
4

1
,5
2
3
,8
8
0

1
,9
0
9
,5
2
7
,2
9
0

環
境

対
策

引
当

⾦
1
5
4
,2
0
5
,4
3
0

0
0

1
,5
2
3
,8
8
0

1
5
2
,6
8
1
,5
5
0

期
末

残
⾼

摘
 

 
要

⽬
的

使
⽤

そ
の

他
賞

与
引

当
⾦

1
,6
5
4
,1
8
3
,8
2
4

1
,7
5
6
,8
4
5
,7
4
0

1
,6
5
4
,1
8
3
,8
2
4

0
1
,7
5
6
,8
4
5
,7
4
0

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
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９
．

保
証

債
務

の
明

細
（

単
位

︓
円

）
保

証
料

収
益

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

⾦
額

(7
9
,0
2
4
,1
1
4
)

(7
7
,8
9
7
,7
4
6
)

－

1
6
5
9
,2
2
2
,6
7
8

0
1

7
9
,0
2
4
,1
1
4

1
5
8
0
,1
9
8
,5
6
4

－

（
注

）
１

．
⾼

度
専

⾨
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
⾏

う
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
に

関
す

る
法

律
（

平
成

20
年

法
律

第
93

号
）

附
則

第
8条

第
7項

の
規

定
に

基
づ

き
、

 
各

国
⽴

⾼
度

専
⾨

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

は
、

厚
⽣

労
働

⼤
⾂

が
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
当

該
国

⽴
⾼

度
専

⾨
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
以

外
の

 
国

⽴
⾼

度
専

⾨
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
が

承
継

し
た

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
⾦

か
ら

の
借

⼊
⾦

債
務

を
保

証
し

て
お

り
ま

す
。

２
．

（
 

）
は

、
１

年
以

内
保

証
債

務
減

少
予

定
額

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

１
０

．
運

営
費

交
付

⾦
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
の

増
減

の
明

細
（

単
位

︓
円

）

5
7
8
,4
9
3
,8
6
8

7
1
6
,5
7
7
,6
7
8

（
２

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
の

当
期

振
替

額
及

び
主

な
使

途
の

明
細

 
①

運
営

費
交

付
⾦

収
益

へ
の

振
替

額
及

び
主

な
使

途
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

合
計

6
,1
6
2
,7
3
8
,9
7
4

6
,1
6
2
,7
3
8
,9
7
4

期
間

進
⾏

基
準

に
よ

る
振

替
額

－
－

費
⽤

進
⾏

基
準

に
よ

る
振

替
額

－
－

情
報

発
信

事
業

9
7
8
,5
3
0
,0
0
0

9
7
8
,5
3
0
,0
0
0

⼈
件

費
︓

54
8,

29
5,

34
1円

 
委

託
費

︓
24

0,
37

2,
90

8円
⽔

道
光

熱
費

︓
18

,9
88

,0
40

円
 

そ
の

他
︓

17
0,

87
3,

71
1円

法
⼈

共
通

1
3
,2
1
3
,0
0
0

1
3
,2
1
3
,0
0
0

そ
の

他
︓

13
,2

13
,0

00
円

診
療

事
業

6
8
,9
6
4
,0
0
0

6
8
,9
6
4
,0
0
0

⼈
件

費
︓

68
,9

64
,0

00
円

教
育

研
修

事
業

7
8
2
,7
1
9
,0
0
0

7
8
2
,7
1
9
,0
0
0

⼈
件

費
︓

63
2,

25
9,

91
5円

 
 

委
託

費
︓

62
,7

19
,1

66
円

 
そ

の
他

︓
87

,7
39

,9
19

円

研
究

事
業

2
,2
6
9
,5
7
8
,6
5
3

2
,2
6
9
,5
7
8
,6
5
3

⼈
件

費
︓

1,
26

7,
96

0,
17

1円
 

材
料

費
︓

48
,9

05
,1

31
円

 
委

託
費

︓
41

7,
33

5,
24

8円
⽔

道
光

熱
費

︓
42

8,
91

0,
56

0円
 

そ
の

他
︓

10
6,

46
7,

54
3円

臨
床

研
究

事
業

2
,0
4
9
,7
3
4
,3
2
1

2
,0
4
9
,7
3
4
,3
2
1

⼈
件

費
︓

60
1,

30
0,

59
9円

 
材

料
費

︓
23

2,
52

8,
15

3円
 

委
託

費
︓

92
9,

07
1,

98
0円

⽔
道

光
熱

費
︓

23
,1

73
,4

11
円

 
そ

の
他

︓
26

3,
66

0,
17

8円

区
 

 
 

分
運

営
費

交
付

⾦
収

益
運

営
費

交
付

⾦
の

主
な

使
途

費
⽤

主
な

使
途

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

1
2
2
,2
3
1
,6
6
0

7
,5
4
9
,4
3
8
,0
0
0

6
,1
6
2
,7
3
8
,9
7
4

2
1
3
,8
5
9
,1
4
0

0
6
,3
7
6
,5
9
8
,1
1
4

引
当

⾦
⾒

返
と

の
相

殺
額

期
末

残
⾼

運
営

費
交

付
⾦

収
益

資
産

⾒
返

資
本

剰
余

⾦
⼩

 
計

運
営

費
交

付
⾦

期
⾸

残
⾼

交
付

⾦
当

期
交

付
額

当
期

振
替

額

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
⾦

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
当

期
減

少
期

末
残

⾼
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②
資

産
⾒

返
運

営
費

交
付

⾦
及

び
資

本
剰

余
⾦

へ
の

振
替

額
並

び
に

主
な

使
途

の
明

細
（

単
位

︓
円

）

（
３

）
引

当
⾦

⾒
返

と
の

相
殺

額
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

（
４

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
残

⾼
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

計
71

6,
57

7,
67

8

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分
－

翌
事

業
年

度
へ

の
繰

越
額

は
な

い
。

合
計

5
7
8
,4
9
3
,8
6
8

運
営

費
交

付
⾦

債
務

残
⾼

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分
71

6,
57

7,
67

8

使
⽤

⾒
込

み

翌
事

業
年

度
に

繰
り

越
し

た
運

営
費

交
付

⾦
債

務
残

⾼
と

使
⽤

⾒
込

み
は

以
下

の
と

お
り

で
あ

る
。

・
研

究
事

業
横

断
的

研
究

推
進

組
織

経
費

に
お

い
て

、
研

究
計

画
等

が
未

了
の

た
め

、
翌

期
に

34
,5

66
,2

70
円

収
益

化
予

定
。

・
研

究
事

業
動

物
モ

デ
ル

創
薬

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

構
築

事
業

に
お

い
て

、
翌

期
ま

で
延

⻑
す

る
こ

と
か

ら
、

 翌
期

に
50

0,
00

0,
00

0円
収

益
化

予
定

。
・

臨
床

研
究

事
業

が
ん

研
究

開
発

費
に

よ
る

研
究

に
お

い
て

、
⼀

部
を

翌
期

ま
で

延
⻑

す
る

こ
と

か
ら

、
 翌

期
に

13
, 3

30
,1

46
円

収
益

化
予

定
。

・
臨

床
研

究
事

業
治

験
臨

床
研

究
推

進
事

業
（

築
地

）
に

お
い

て
、

取
得

し
た

リ
ー

ス
資

産
の

翌
期

以
降

⽀
払

い
分

22
,3

74
,0

00
円

を
繰

り
越

す
も

の
で

あ
る

。
・

臨
床

研
究

事
業

BR
ID

GE
（

科
学

技
術

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

造
推

進
費

）
に

お
い

て
、

研
究

計
画

等
が

未
了

の
た

め
、

翌
期

に
14

,4
91

,1
30

円
収

益
化

予
定

。
・

法
⼈

共
通

退
職

⼿
当

に
お

い
て

、
当

該
年

度
退

職
者

が
予

定
よ

り
減

っ
た

た
め

、
翌

期
に

13
1,

81
6,

13
2円

を
繰

り
越

す
も

の
で

あ
る

。

情
報

発
信

事
業

3
4
,1
6
2
,1
2
6

退
職

給
付

引
当

⾦
⾒

返
︓

34
,1

62
,1

26
円

法
⼈

共
通

2
4
,8
7
4
,2
2
5

退
職

給
付

引
当

⾦
⾒

返
︓

24
,8

74
,2

25
円

診
療

事
業

3
6
7
,5
1
7
,0
3
9

退
職

給
付

引
当

⾦
⾒

返
︓

36
7,

51
7,

03
9円

教
育

研
修

事
業

0

研
究

事
業

1
2
1
,8
2
0
,0
4
4

退
職

給
付

引
当

⾦
⾒

返
︓

12
1,

82
0,

04
4円

臨
床

研
究

事
業

3
0
,1
2
0
,4
3
4

退
職

給
付

引
当

⾦
⾒

返
︓

30
,1

20
,4

34
円

合
計

2
1
3
,8
5
9
,1
4
0

0

セ
グ

メ
ン

ト
引

当
⾦

⾒
返

と
の

相
殺

相
殺

額
主

な
相

殺
額

の
内

訳

情
報

発
信

事
業

0
0

法
⼈

共
通

0
0

診
療

事
業

0
0

教
育

研
修

事
業

0
0

研
究

事
業

6
0
,0
3
4
,4
7
3

研
究

⽤
器

械
・

備
品

︓
52

,2
03

,0
23

円
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
︓

7,
83

1,
45

0円
0

臨
床

研
究

事
業

1
5
3
,8
2
4
,6
6
7

研
究

⽤
器

械
・

備
品

︓
71

,1
62

,0
10

円
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
︓

82
,6

62
,6

57
円

0

セ
グ

メ
ン

ト
資

産
⾒

返
運

営
費

交
付

⾦
へ

の
振

替
資

本
剰

余
⾦

へ
の

振
替

振
替

額
主

な
使

途
振

替
額

主
な

使
途
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１
１

．
運

営
費

交
付

⾦
以

外
の

国
等

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

（
１

）
施

設
費

の
明

細
（

単
位

︓
円

）

2
4
6
,2
5
0
,0
0
0

2
4
6
,2
5
0
,0
0
0

（
２

）
補

助
⾦

等
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

0
0

6
4
7
,9
8
4
,0
0
0

0
0

1
,0
1
8
,1
1
9
,2
9
0

0
0

1
5
6
,1
2
6
,0
0
0

0
0

1
0
,0
0
0
,0
0
0

0
0

6
8
,2
5
0
,0
0
0

0
0

5
2
,4
3
6
,8
6
2

0
0

2
9
,9
3
9
,0
0
0

0
0

1
7
1
,1
3
3
,8
0
1

0
0

3
2
9
,8
9
2
,3
5
7

0
0

1
5
1
,8
0
0
,0
0
0

0
0

1
0
3
,9
2
9
,9
7
6

0
0

6
4
,6
2
5
,5
3
7

0
0

5
1
,0
4
2
,0
6
9

0
0

1
2
,7
0
3
,7
2
2

臨
床

研
究

開
発

推
進

事
業

（
医

業
技

術
実

⽤
化

総
合

促
進

事
業

）
1
5
1
,8
0
0
,0
0
0

0
0

令
和

6年
度

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（

補
助

）
⾦

（
希

少
が

ん
中

央
機

関
機

能
強

化
事

業
）

7
2
,7
3
8
,0
0
0

0
4
,4
8
8
,0
0
0

令
和

6年
度

衛
⽣

関
係

指
導

者
養

成
等

委
託

費
（

国
⽴

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

委
託

費
）

6
4
7
,9
8
4
,0
0
0

令
和

6年
度

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（

補
助

）
⾦

（
が

ん
診

療
連

携
拠

点
病

院
推

進
強

化
事

業
）

1
5
6
,1
2
6
,0
0
0

0
0

令
和

6年
度

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（

補
助

）
⾦

（
⼩

児
が

ん
中

央
機

関
機

能
強

化
事

業
）

1
0
,0
0
0
,0
0
0

0
0

区
 

 
 

分
当

期
交

付
額

左
の

会
計

処
理

内
訳

建
設

仮
勘

定
⾒

返
補

助
⾦

等
資

産
⾒

返
補

助
⾦

等

臨
床

研
究

・
治

験
推

進
研

究
事

業
（

ア
ジ

ア
地

域
に

お
け

る
臨

床
研

究
 ・

治
験

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
事

業
）

3
2
9
,8
9
2
,3
5
7

0
0

令
和

6年
度

医
療

研
究

開
発

推
進

事
業

補
助

⾦
（

早
期

開
発

か
ら

後
期

開
発

ま
で

の
シ

ー
ム

レ
ス

な
研

究
開

発
⽀

援
体

制
構

築
事

業
）

1
7
1
,1
3
3
,8
0
1

0
0

0
0

令
和

6年
度

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（

補
助

）
⾦

（
が

ん
ゲ

ノ
ム

医
療

中
核

拠
点

病
院

機
能

強
化

事
業

）
6
0
,0
0
0
,0
0
0

0
7
,5
6
3
,1
3
8

令
和

6年
度

医
療

施
設

運
営

費
等

補
助

⾦
及

び
中

毒
情

報
基

盤
整

備
事

業
費

補
助

⾦
2
9
,9
3
9
,0
0
0

0
0

令
和

6年
度

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（

補
助

）
⾦

（
が

ん
ゲ

ノ
ム

情
報

管
理

セ
ン

タ
ー

事
業

）
1
,4
5
1
,1
3
0
,0
0
0

0
4
3
3
,0
1
0
,7
1
0

臨
床

研
究

開
発

推
進

事
業

（
ド

ラ
ッ

グ
・

ロ
ス

解
消

の
た

め
の

臨
床

試
験

⼈
財

の
海

外
派

遣
事

業
）

6
4
,6
2
5
,5
3
7

0
0

次
世

代
医

療
機

器
連

携
拠

点
整

備
等

事
業

（
が

ん
の

診
断

・
治

療
・

緩
和

に
お

け
る

ア
ウ

ト
カ

ム
向

上
に

帰
す

る
医

療
機

器
創

出
を

⽬
指

し
た

拠
点

整
備

事
7
6
,2
9
8
,6
9
6

0
2
5
,2
5
6
,6
2
7

橋
渡

し
研

究
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
出

⼝
指

向
の

橋
渡

し
研

究
⽀

援
に

よ
る

ア
カ

デ
ミ

ア
研

究
成

果
の

最
⼤

化
）

1
0
5
,3
5
5
,5
7
6

0
1
,4
2
5
,6
0
0

資
本

剰
余

⾦
預

り
補

助
⾦

等
収

益
計

上

合
　
　
　
計

2
4
6
,2
5
0
,0
0
0

0
0

摘
 

要
建

設
仮

勘
定

⾒
返

施
設

費
資

本
剰

余
⾦

そ
の

他

令
和

5年
度

（
令

和
6年

度
へ

の
繰

越
分

）
国

⽴
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
施

設
整

備
費

補
助

⾦
2
4
6
,2
5
0
,0
0
0

0
0

区
 

 
 

分
当

期
交

付
額

左
の

会
計

処
理

内
訳

次
世

代
ヘ

ル
ス

テ
ッ

ク
・

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
育

成
⽀

援
事

業
（

癒
着

性
⼩

腸
閉

塞
に

対
す

る
新

規
的

治
療

デ
バ

イ
ス

の
開

発
）

1
6
,9
2
4
,4
2
2

0
4
,2
2
0
,7
0
0
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0
1
5
2
,9
8
0
,3
8
3

1
7
,7
3
9
,6
1
7

0
0

1
8
,8
9
4
,0
0
0

0
0

3
,3
9
5
,0
0
0

0
0

3
6
,5
2
6
,0
0
0

0
0

1
,8
4
9
,0
0
0

0
0

1
9
,9
4
2
,0
0
0

0
0

3
,5
0
2
,0
0
0

0
0

9
6
9
,3
7
5

0
0

1
,3
6
6
,4
0
0

0
0

4
9
4
,0
0
0

0
0

9
6
,0
0
0

0
0

1
4
,8
7
5
,0
0
0

0
1
5
2
,9
8
0
,3
8
3

2
,9
8
7
,6
3
1
,0
0
6

１
２

．
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細
（

単
位

︓
千

円
、

⼈
）

（
注

）
１

．
２

．

３
．

⽀
給

⼈
員

は
、

年
間

平
均

⽀
給

⼈
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
４

．
⾮

常
勤

の
役

員
及

び
職

員
は

、
外

数
と

し
て

（
 

 
）

で
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

５
．

中
⻑

期
計

画
に

お
い

て
は

、
法

定
福

利
費

等
を

含
め

て
予

算
上

の
⼈

件
費

と
し

て
お

り
ま

す
が

、
上

記
明

細
に

は
法

定
福

利
費

等
は

含
ま

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

⽀
給

基
準

は
、

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

報
酬

規
程

及
び

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

⼿
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。
職

員
に

対
す

る
給

与
等

の
⽀

給
基

準
は

、
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
職

員
給

与
規

程
、

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

⾮
常

勤
職

員
給

与
規

程
、

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

⾮
常

勤
医

師
及

び
研

究
員

給
与

規
程

、
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
修

練
医

等
給

与
規

程
、

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

退
職

⼿
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

合
 

 
 

計
(2
,7
0
4
,4
2
9
)

(1
,1
1
2
)

(‐
)

(‐
)

2
3
,2
3
5
,0
5
4

2
,9
0
1

6
7
3
,1
4
9

2
4
6

職
 

 
 

員
(2
,6
9
5
,4
8
9
)

(1
,1
0
6
)

(‐
)

(‐
)

2
3
,2
1
4
,2
0
3

2
,9
0
0

6
7
3
,1
4
9

2
4
6

区
 

 
 

分
報

酬
⼜

は
給

与
退

職
⼿

当
⽀

給
額

⽀
給

⼈
員

⽀
給

額
⽀

給
⼈

員

役
 

 
 

員
(8
,9
4
0
)

(6
)

(‐
)

(‐
)

2
0
,8
5
1

1
‐

‐

合
　
　
　
計

3
,6
1
6
,5
7
6
,1
6
4

0
4
7
5
,9
6
4
,7
7
5

0

橋
渡

し
研

究
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
⼤

学
発

医
療

系
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

⽀
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
）

1
7
0
,7
2
0
,0
0
0

0
0

区
 

 
 

分
当

期
交

付
額

左
の

会
計

処
理

内
訳

建
設

仮
勘

定
⾒

返
補

助
⾦

等
資

産
⾒

返
補

助
⾦

等
資

本
剰

余
⾦

預
り

補
助

⾦
等

1
9
,9
4
2
,0
0
0

0
0

収
益

計
上

0

令
和

6年
度

東
京

都
⼊

院
時

⾷
事

療
養

⽀
援

⾦
1
,8
4
9
,0
0
0

0
0

令
和

6年
度

東
京

都
医

療
施

設
浸

⽔
対

策
計

画
策

定
⽀

援
補

助
⾦

3
,5
0
2
,0
0
0

0
0

令
和

6年
度

千
葉

県
医

療
機

関
等

⾷
材

料
費

⾼
騰

対
策

⽀
援

事
業

給
付

⾦
1
,3
6
6
,4
0
0

0
0

0

4
9
4
,0
0
0

令
和

5年
度

第
2回

医
療

機
関

等
物

価
⾼

騰
対
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5
,5
5
1

3
,2
9
8
,5
4
1
,2
3
5

△
 1
,4
8
6
,9
3
8

5
0
3
,0
8
4
,7
4
4

6
,3
2
9
,5
9
2
,9
2
1

5
,3
2
1
,2
0
2
,1
6
3

1
1
,6
5
0
,7
9
5
,0
8
4

計
1
5
,0
6
3
,4
1
9
,3
1
2

4
,0
1
6
,7
5
5
,1
2
8

5
0
,2
7
4
,8
5
3
,3
0
6

3
0
0
,3
4
8
,5
9
7

7
4
4
,2
4
0
,5
8
9

7
0
,3
9
9
,6
1
6
,9
3
2

9
0
,9
3
3
,5
1
0
,0
1
6

1
6
1
,3
3
3
,1
2
6
,9
4
8

Ⅴ
総

資
産

4
,6
2
5
,4
3
7
,4
8
1

5
1
2
,2
6
8
,0
6
0

3
1
,5
1
5
,3
3
9

3
,3
4
3
,1
4
7
,6
9
6

1
0
,4
0
3
,1
8
5
,4
3
3

8
7
5
,6
9
2
,4
8
9

1
1
,2
7
8
,8
7
7
,9
2
2

Ⅱ
独

⽴
⾏

政
法

⼈
の

業
務

運
営

に
関

し
て

1
,8
9
0
,8
1
6
,8
5
7

29



（
注

）
１

．
２

．
事

業
の

内
容

「
研

究
事

業
」

 ︓
 が

ん
に

関
す

る
戦

略
的

研
究

・
開

発
を

推
進

す
る

事
業

「
臨

床
研

究
事

業
」

 ︓
 治

療
成

績
及

び
患

者
の

Q
O

Lの
向

上
に

つ
な

が
る

臨
床

研
究

及
び

治
験

等
の

事
業

「
診

療
事

業
」

 ︓
 が

ん
患

者
及

び
そ

の
家

族
の

視
点

に
⽴

っ
た

、
良

質
か

つ
安

全
な

医
療

を
提

供
す

る
た

め
の

事
業

「
教

育
研

修
事

業
」

 ︓
 が

ん
に

対
す

る
研

究
・

医
療

の
専

⾨
家

（
看

護
師

、
薬

剤
師

等
の

コ
メ

デ
ィ

カ
ル

部
⾨

も
含

む
。

）
の

育
成

を
積

極
的

に
⾏

う
事

業
「

情
報

発
信

事
業

」
 ︓

 研
究

成
果

等
や

収
集

し
た

国
内

外
の

最
新

知
⾒

等
の

情
報

を
迅

速
か

つ
分

か
り

易
く

、
国

⺠
及

び
医

療
機

関
に

提
供

す
る

事
業

３
．

事
業

費
⽤

の
う

ち
法

⼈
共

通
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

不
能

な
費

⽤
で

あ
り

、
そ

の
主

な
も

の
は

、
管

理
部

⾨
に

係
る

費
⽤

（
10

8,
54

1,
17

9円
）

で
す

。
４

．
総

資
産

の
う

ち
法

⼈
共

通
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

し
な

か
っ

た
資

産
で

あ
り

、
そ

の
主

な
も

の
は

、
現

⾦
及

び
預

⾦
（

29
,0

11
,4

32
,5

04
円

）
、

管
理

部
⾨

が
管

理
す

る
⼟

地
（

52
,8

04
,5

52
,1

00
円

）
、

建
物

（
58

7,
55

1,
55

0円
）

で
す

。

セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

中
⻑

期
⽬

標
等

に
お

け
る

⼀
定

の
事

業
等

の
ま

と
ま

り
ご

と
の

区
分

に
基

づ
き

、
「

研
究

事
業

」
、

「
臨

床
研

究
事

業
」

、
「

診
療

事
業

」
、

「
教

育
研

修
事

業
」

、
「

情
報

発
信

事
業

」
に

区
分

し
て

お
り

ま
す

。
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１
５

．
関

連
公

益
法

⼈
の

状
況

（
１

）
公

益
財

団
法

⼈
が

ん
研

究
振

興
財

団
関

連
公

益
法

⼈
の

概
要

会
⻑

垣
添

 
忠

⽣
公

益
財

団
法

⼈
⽇

本
対

が
ん

協
会

 
会

⻑
（

元
国

⽴
が

ん
セ

ン
タ

ー
総

⻑
）

理
事

⻑
堀

⽥
 

知
光

公
益

財
団

法
⼈

が
ん

研
究

振
興

財
団

（
元

国
⽴

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

理
事

⻑
）

理
事

⽯
塚

 
正

敏
公

益
社

団
法

⼈
が

ん
研

究
振

興
財

団
 

専
務

理
事

理
事

上
⽥

 
⿓

三
理

事
佐

野
 

武
公

益
財

団
法

⼈
が

ん
研

究
会

 が
ん

研
有

明
病

院
 

病
院

⻑
（

元
国

⽴
が

ん
セ

ン
タ

ー
部

⻑
）

理
事

関
⾕

 
剛

男
公

益
財

団
法

⼈
が

ん
研

究
振

興
財

団
（

元
国

⽴
が

ん
セ

ン
タ

ー
部

⻑
）

理
事

⽥
中

 
利

彦
⽥

中
綜

合
法

律
事

務
所

 
代

表
弁

護
⼠

理
事

中
釜

 
⻫

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

 
理

事
⻑

理
事

村
上

 
善

則
学

校
法

⼈
⽇

本
医

科
⼤

学
先

端
医

学
研

究
所

 
特

命
教

授
監

事
⻲

⼝
 

政
史

⻲
⼝

公
認

会
計

⼠
事

務
所

 
所

⻑
顧

問
荒

蒔
 

康
⼀

郎
公

益
財

団
法

⼈
が

ん
研

究
振

興
財

団
 

前
会

⻑

 
関

連
公

益
法

⼈
と

の
取

引
の

関
連

図

 
関

連
公

益
法

⼈
の

財
務

状
況

（
単

位
︓

円
）

（
注

）
１

．
収

⽀
計

算
書

を
作

成
し

て
い

な
い

た
め

、
当

期
収

⼊
合

計
額

、
当

期
⽀

出
合

計
額

、
当

期
収

⽀
差

額
は

記
載

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

 
関

連
公

益
法

⼈
の

正
味

財
産

に
つ

い
て

（
単

位
︓

円
）

A
B

C=
A-

B
D

E=
C+

D
F

G
H=

F-
G

I
J=

H+
I

K=
E+

J

7
5
,3
7
1
,7
2
2

3
2
,8
9
0
,0
0
0

4
2
,4
8
1
,7
2
2

1
5
6
,1
6
0
,8
2
4

1
5
3
,3
9
0
,1
8
8

2
,7
7
0
,6
3
6

0
△
 8
0
,7
8
9
,1
0
2
2
,1
3
1
,3
4
9
,8
3
9

2
,0
5
0
,5
6
0
,7
3
7

0
0

0
0

0
0

0
2
,0
5
0
,5
6
0
,7
3
7

 
関

連
公

益
法

⼈
と

の
取

引
の

状
況

（
単

位
︓

円
）

科
⽬

（
注

）
１

．
２

．

正
味

財
産

期
末

残
⾼

当
期

⽀
出

合
計

額
当

期
収

⽀
差

額

－
－

⼀
般

正
味

財
産

増
減

の
部

指
定

正
味

財
産

増
減

の
部

指
定

正
味

財
産

期
末

残
⾼

費
⽤

等
当

期
増

減
額

指
定

正
味

財
産

期
⾸

残
⾼

収
益

の
内

訳

正
味

財
産

当
期

収
⼊

合
計

額

公
益

財
団

法
⼈

が
ん

研
究

振
興

財
団

そ
の

他
の

費
⽤

公
益

財
団

法
⼈

が
ん

研
究

振
興

財
団

１
．

が
ん

研
究

に
関

す
る

研
究

の
助

成
２

．
が

ん
研

究
に

関
す

る
国

際
協

⼒
及

び
国

際
交

流
３

．
が

ん
研

究
に

関
す

る
若

⼿
研

究
者

の
育

成
４

．
が

ん
研

究
に

関
す

る
国

⺠
へ

の
情

報
発

信
５

．
が

ん
研

究
に

関
す

る
国

内
外

諸
団

体
と

の
連

携
及

び
協

⼒

名
古

屋
⼤

学
 

特
任

教
授

（
元

国
⽴

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

理
事

⻑
特

任
補

佐
）

名
称

業
務

の
概

要
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
と

の
関

係
関

連
公

益
法

⼈

役
員

の
⽒

名
（

令
和

７
年

３
⽉

３
１

⽇
現

在
）

－

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

公
益

財
団

法
⼈

が
ん

研
究

振
興

財
団

収
益

の
内

訳
収

益
費

⽤

受
取

補
助

⾦
等

そ
の

他
の

収
益

費
⽤

の
内

訳

管
理

費

公
益

財
団

法
⼈

が
ん

研
究

振
興

財
団

か
ら

研
究

助
成

⾦
を

受
け

て
お

り
ま

す
。

拠
出

、
寄

附
⾦

会
費

、
負

担
⾦

等

法
⼈

名
資

産
負

債

2,
06

6,
74

0,
66

7
16

,1
79

,9
30

2,
05

0,
56

0,
73

7

上
記

「
競

争
契

約
等

」
と

は
、

競
争

契
約

及
び

企
画

競
争

・
公

募
の

こ
と

で
あ

り
、

「
随

意
契

約
」

と
は

競
争

性
の

な
い

随
意

契
約

の
こ

と
を

⽰
し

て
い

ま
す

。
上

記
法

⼈
に

対
す

る
債

務
保

証
は

あ
り

ま
せ

ん
。

割
合 0.

0%
(0

.0
%

)
(0

.0
%

)

う
ち

当
法

⼈
か

ら
の

収
⼊

（
う

ち
、

上
段

︓
競

争
契

約
等

 
 

 
 

下
段

︓
随

意
契

約
）

0
(0

)
(0

)

事
業

収
⼊ 75
,3

71
,7

22

収
益

事
業

費
受

取
補

助
⾦

等
そ

の
他

の
収

益

当
期

増
減

額
⼀

般
正

味
財

産
期

⾸
残

⾼
⼀

般
正

味
財

産
期

末
残

⾼

公
益

財
団

法
⼈

が
ん

研
究

振
興

財
団

0
0

0

⾦
額

0

債
権

債
務

の
明

細

未
払

⾦

法
⼈

名
基

本
財

産
に

対
す

る
出

え
ん
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（
２

）
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

が
ん

臨
床

研
究

機
構

関
連

公
益

法
⼈

の
概

要

理
事

⻑
⽔

⾕
 

友
紀

副
理

事
⻑

阿
部

 
純

理
事

冨
井

 
裕

⼦
理

事
豊

嶋
 

宏
⼦

監
事

⼭
本

 
精

⼀
郎

 
関

連
公

益
法

⼈
と

の
取

引
の

関
連

図

 
関

連
公

益
法

⼈
の

財
務

状
況

（
単

位
︓

円
）

（
注

）
１

．
収

⽀
計

算
書

を
作

成
し

て
い

な
い

た
め

、
当

期
収

⼊
合

計
額

、
当

期
⽀

出
合

計
額

、
当

期
収

⽀
差

額
は

記
載

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

 
関

連
公

益
法

⼈
の

正
味

財
産

に
つ

い
て

（
単

位
︓

円
）

A
B

C=
A-

B
D

E=
C+

D
F

G
H=

F-
G

I
J=

H+
I

K=
E+

J

2
1
6
,8
5
5
,3
1
0

0
2
1
6
,8
5
5
,3
1
0

2
2
9
,2
5
6
,1
4
9

2
1
1
,3
4
6
,0
1
4

1
7
,8
4
0
,1
3
5

7
0
,0
0
0

△
 1
2
,4
0
0
,8
3
9

1
9
0
,1
6
4
,9
1
4

1
7
7
,7
6
4
,0
7
5

0
0

0
0

0
0

0
1
7
7
,7
6
4
,0
7
5

 
関

連
公

益
法

⼈
と

の
取

引
の

状
況

（
単

位
︓

円
）

科
⽬

（
注

）
１

．
２

．

１
６

．
上

記
以

外
の

主
な

資
産

、
負

債
、

費
⽤

及
び

収
益

の
明

細
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

特
定

⾮
営

利
活

動
法

⼈
が

ん
臨

床
研

究
機

構
へ

業
務

委
託

費
を

⽀
払

っ
て

お
り

ま
す

。
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

が
ん

臨
床

研
究

機
構

法
⼈

名

名
称

業
務

の
概

要
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
と

の
関

係
役

員
の

⽒
名

（
令

和
７

年
３

⽉
３

１
⽇

現
在

）
特

定
⾮

営
利

活
動

法
⼈

が
ん

臨
床

研
究

機
構

１
．

が
ん

研
究

者
主

導
臨

床
研

究
事

業
２

．
が

ん
臨

床
研

究
に

関
す

る
情

報
収

集
並

び
に

情
報

提
供

事
業

３
．

が
ん

臨
床

研
究

に
関

す
る

国
際

交
流

事
業

４
．

が
ん

臨
床

研
究

に
関

す
る

各
種

専
⾨

家
、

各
種

団
体

・
研

究
機

関
と

の
連

携
構

築
事

業
５

．
が

ん
臨

床
研

究
に

関
す

る
教

育
事

業
６

．
が

ん
臨

床
研

究
に

関
す

る
普

及
啓

発
事

業
７

．
そ

の
他

⽬
的

を
達

成
す

る
た

め
に

必
要

な
事

業

関
連

公
益

法
⼈

資
産

負
債

正
味

財
産

当
期

収
⼊

合
計

額
当

期
⽀

出
合

計
額

当
期

収
⽀

差
額

特
定

⾮
営

利
活

動
法

⼈
が

ん
臨

床
研

究
機

構
20

6,
19

3,
23

6
28

,4
29

,1
61

17
7,

76
4,

07
5

－
－

－

⼀
般

正
味

財
産

増
減

の
部

指
定

正
味

財
産

増
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴がん研究センター】 （単位︓円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収⼊

運営費交付⾦ 2,108,374,000 2,945,526,044 837,152,044 配分額、補正予算 2,185,482,000 2,202,116,434 16,634,434

による増
施設整備費補助⾦ － － － － － －

⻑期借⼊⾦等 － － － － － －

業務収⼊ 10,681,724,000 11,230,608,757 548,884,757 7,320,727,000 7,660,808,418 340,081,418

その他収⼊ 1,825,089,000 2,003,465,962 178,376,962 885,370,000 1,253,279,237 367,909,237 補助⾦収⼊の増

計 14,615,187,000 16,179,600,763 1,564,413,763 10,391,579,000 11,116,204,089 724,625,089

⽀出

業務経費 12,244,266,000 13,997,376,655 1,753,110,655 経費の増 8,299,779,000 8,221,847,617 △ 77,931,383

施設整備費 944,842,770 1,092,658,822 147,816,052 固定資産取得の増 294,537,689 293,231,732 △ 1,305,957

借⼊⾦償還 38,308,680 38,308,680 0 8,949,600 59,028,467 50,078,867 リース償還額の増

⽀払利息 － － － － － －

その他⽀出 － － － － － －

計 13,227,417,450 15,128,344,157 1,900,926,707 8,603,266,289 8,574,107,816 △ 29,158,473

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収⼊

運営費交付⾦ 68,964,000 436,481,039 367,517,039 配分額の増 372,719,000 782,719,000 410,000,000 配分額の増

施設整備費補助⾦ 0 130,576,000 130,576,000 国からの⼊⾦が今年度 － － －

になったことによる増
⻑期借⼊⾦等 － － － － － －

業務収⼊ 73,478,267,000 71,003,360,120 △ 2,474,906,880 44,155,000 61,611,358 17,456,358 研修収⼊の増

その他収⼊ 500,461,000 625,533,492 125,072,492 補助⾦収⼊の増 30,009,000 25,407,311 △ 4,601,689 宿舎貸与収⼊の減

計 74,047,692,000 72,195,950,651 △ 1,851,741,349 446,883,000 869,737,669 422,854,669

⽀出

業務経費 65,424,168,000 65,751,138,629 326,970,629 3,351,770,000 3,389,475,592 37,705,592

施設整備費 7,333,233,000 3,783,977,207 △ 3,549,255,793 固定資産取得の減 － － －

借⼊⾦償還 1,693,183,500 1,690,442,623 △ 2,740,877 － － －

⽀払利息 33,566,000 33,566,455 455 － － －

その他⽀出 － － － － － －

計 74,484,150,500 71,259,124,914 △ 3,225,025,586 3,351,770,000 3,389,475,592 37,705,592

研究事業

決 算 報 告 書
（令和６年４⽉１⽇〜令和７年３⽉３１⽇）

臨床研究事業

診療事業 教育研修事業

区  分

区  分
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（単位︓円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収⼊

運営費交付⾦ 1,278,530,000 1,012,692,126 △ 265,837,874 配分額の減 791,033,000 169,903,357 △ 621,129,643 配分額の減

施設整備費補助⾦ － － － 246,250,000 0 △ 246,250,000 国からの⼊⾦が翌年度
になったことによる減

⻑期借⼊⾦等 － － － － － －

業務収⼊ － － － － － －

その他収⼊ 833,062,000 838,621,670 5,559,670 735,334,000 712,954,062 △ 22,379,938

計 2,111,592,000 1,851,313,796 △ 260,278,204 1,772,617,000 882,857,419 △ 889,759,581

⽀出

業務経費 2,034,306,000 1,887,827,965 △ 146,478,035 1,745,980,443 473,796,711 △ 1,272,183,732 経費の減

施設整備費 186,558 19,977,155 19,790,597 固定資産取得の増 167,900,000 28,226,902 △ 139,673,098 固定資産取得の減

借⼊⾦償還 － － － － － －

⽀払利息 － － － － － －

その他⽀出 － － － 0 3,000,000,446 3,000,000,446 ⾦銭信託の運⽤に
よる増

計 2,034,492,558 1,907,805,120 △ 126,687,438 1,913,880,443 3,502,024,059 1,588,143,616

予算額 決算額 差額 備考

収⼊

運営費交付⾦ 6,805,102,000 7,549,438,000 744,336,000 補正予算による増

施設整備費補助⾦ 246,250,000 130,576,000 △ 115,674,000 国からの⼊⾦が翌年度
になったことによる減

⻑期借⼊⾦等 － － －

業務収⼊ 91,524,873,000 89,956,388,653 △ 1,568,484,347

その他収⼊ 4,809,325,000 5,459,261,734 649,936,734 補助⾦収⼊等の増

計 103,385,550,000 103,095,664,387 △ 289,885,613

⽀出

業務経費 93,100,269,443 93,721,463,169 621,193,726

施設整備費 8,740,700,017 5,218,071,818 △ 3,522,628,199 固定資産取得の減

借⼊⾦償還 1,740,441,780 1,787,779,770 47,337,990

⽀払利息 33,566,000 33,566,455 455

その他⽀出 0 3,000,000,446 3,000,000,446 ⾦銭信託の運⽤に
よる増

計 103,614,977,240 103,760,881,658 145,904,418

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。

（３）損益計算書の⼀般管理費は、決算報告書上は「業務経費」に含んでおります。
（２）損益計算書の業務収益は、決算報告書上は「業務収⼊」に含んでおります。

区  分 合  計

（１）損益計算書の補助⾦等収益、寄附⾦収益、財務収益、その他経常収益、臨時利益は、決算報告書上は「その他収⼊」に含んでおります。

（４）損益計算書のその他経常費⽤、臨時損失は、決算報告書上は「その他⽀出」に含んでおります。

区  分 情報発信事業 法⼈共通
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監事監査報告
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独立監査人の監査報告書
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